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戦後における日韓の税制比較
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むすび

はじめに

韓国が日本の植民地下 (1910~45年）にあっ

たときには，戦前の日本の租税制度が韓国に移

植されたため，両国の租税体系はほぼ同じであ

ったぼ l)。1945年戦争終結とともに，日本と韓

国の租税制度は大きな改革期を迎えることにな

ったが，日本と韓国の改革は非常に異なる方向

に向かっていった。日本は， 1949年シャウプ税

制改革使節団の勧告で全面的な税制改革があっ

たのに対して（注2)，韓国の場合は，このような

全面的な改革は行なわず，米軍政期 (1945~48

年）に45年解放以前の日本税制の部分的な改革

をするにとどまった。 1948年大韓民国政府樹立

とともに独自の税法を制定するにいたり，その

後何回にもわたる税制改革を経て，韓国の租税

体系は日本のそれとは相当異なる租税体系を持

つようになったぼ3)。

本稿の目的は，このような歴史的な背景を持

つ両国の戦後租税制度がどのような特性をもっ

て展開してきたかを比較することにある。比較

対象の時期は，両国ともに1950年から92年まで

『アジア経済』 XXXVII-11(1996. lll 

である。分析始点を1950年にしたのは，その年

が両国の租税制度において大きな転換点となっ

た時期であると考えるからである。すなわち

1950年は，日本においてはシャウプ税制が実施

された年であり，韓国においては，日本の戦前

税法ではなく韓国独自の税法による徴税が始ま

る年である。

比較方法としては，まず租税負担率，租税収

入／歳入の比率，直接税比率（直間比率）など

の主要指標による概括的な比較を行なう。しか

し，主要指標では租税体系の概括的な比較にと

どまり，より具体的な比較のためには他の方法

を考えなければならない。

その方法として，本稿では全分析期間の全て

の税目を所得課税・消費課税・資産課税による

租税体系に再分類し，各課税別に税額を算出す

る。それを用いて両国税制の特性を比較するの

である。このような再分類により租税体系の特

性を把握する理由は，税制改革に伴う税目の変

化に影響されない共通の墓準に基づいて税制の

特性を明瞭に比較できるからである。具体的に

扱う内容は，総租税・国税・地方税に占める各

課税の割合による比較と，国内総生産に占める

各課税の負担率の比較である。

本稿の構成は，まず第 I節で租税負担率，租

税収入／歳入の比率などの主要指標の比較を行

ない，両国の税制を概括的に把握する。次に，

具体的に比較する目的で第II節では，所得・消

2I 
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費・資産課税への包含税目について分類作業を

行なう。第III節では，第II節の分類に基づいて

それぞれ所得課税，消費課税および資産課税額

を各年度ごとに算出し，総租税・国税・地方税

に占める各課税の割合を用いて両国税制の特性

を比較する。第N節では，対GDP比各課税負

担率を用いて租税負担率の内容を具体的に比較

する。むすびでは要約と結論を述べる。

（注l) 財務部『韓国税制史(_t)』外名 1979年。

（注2) シャウプ税制使節団は，戦後日本の税制改革

を目的に， 1949年5月シャウプ(C.Shoup)を団長にし

てサーリ (S.Surry)，ウィックレー(W.Wickrey)など

のアメリカの財政および租税専門家7名で溝成された来

H饂団である。シャウプ税制の具体的な内容について

は， General Headquarters, Report on fa加nese

Taxation by Shoup Mission, Supreme Commander 

for the Allied Powers, Tokyo, 1949／福田幸弘監修

シャウプの税制の税制研究会編『シャウプの税制勧告』

霞出版社 1985年／福田幸弘監修井｝｀ー、郎編『シャウ

プの税制勧告く新聞資料編＞』霞出版社 1988年。

（注3) 韓国の税制改革では， 1961年， 76年のそれぞ

れの改革が注目に値する。朝鮮戦争により， 1950年代に

は税収人が非常に不安定な戦時税制となったが， 61年の

税制改革により，経済開発計画のための平時税制となっ

た。その後， 1977年からf勃口価値税が実施され，韓国の

税制は消費課税中心の租税体系となる。

I t要指標の比較

H本と韓国の概括的な税制比較のために，こ

こでは租税負担率．租税収人／歳人の比率．直

接税比率．および地方税／国税の比率という 4

つの主要指標を用いた。

1. 租税負担率

租税負担率は，所得単位当りどれほどの税金

を負担するかを表わす尺度である。この租税負

担率はどんな所得概念を使うかにより異なるが，

22 

ここでは GDPに対する総租税額の比率として

定義する。

このようにして求めた租税負担率を本文末の

付表 lに載せた。それをグラフに描いたものが

図lである。これによると，分析期間をとおし

て，日本．韓国ともに租税負担率が上昇してき

たこと，および，韓国の租税負担率の増加は日

本のそれより急激であったことがわかる（注 1)。

日本の場合． 1962年の15％から92年の20％へ，

30年間で5％ポイントの増加にとどまったが，

韓国は62年の 9％から92年の19％に， 10％ポイ

ントも増加した。韓国が日本の租税負担率に接

近したのは1960年代後半に入ってからである。

その時期以降は． 1970年代初めの一時的な減少

を除くと，韓国は比較的に安定した租税負担率

の上昇傾向を見せている。

しかし，この租税負担率は全体的にどれほど

かを知るには役に立つが，その内容は不明であ

る。例えば．所得課税の負担率が高かったのか，

それとも消費課税や資産課税の負担率が高かっ

たのかについては何の情報も与えない。これに

ついては，後述の各課税の負担率を用いて具体

的に扱う。

図 1 租税負担率の比較
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2. 租税収入／歳入

日韓の租税収入／歳入の値を算出した（付表

1)。これをグラフに描いたものが図2である。

図2を見ると両国のこの比率の動きは相当異な

ることがわかる。 日本は1950年代にその値が80

％を超えており（注2), その後73年のオイルショ

ックを契機に70％以下に顕著に低下する。

達した。

(%) 

100 

その

理由は．公債発行政策による財政収人の拡充と

いう財政政策の変更があったからである（注 3)0

1980年代後半から積極的な公債償還政策や赤字

国債発行の規制政策が実施されたことによって．

89年からは再びK昇している。

これに対して韓国は． 1950年から60年代半ば

まで租税収入／歳入の値は日本よりはるかに低

い。 1950年代には朝鮮戦争により税源が枯渇し，

歳入に占める租税収入の割合が非常に低くなり．

外国援助や借人金の割合が高くなった。特に．

朝鮮戦争が終わる1953年には．歳入に占める外

国援助と借入金の割合はそれぞれ30％と12％に

このときの租税および専光益金の割合

は37％にすぎなかった（注4)。朝鮮戦争後は借入

金よりも外国援助の比重が著しく増加し， 1957

年にはこれがピーク（注5)に達したが， その後，

外国援助収入の減少と経済開発計画の推進に伴

図2 租税収人／歳入の比較
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い，租税収入の割合が増加することになった。

韓国が日本の租税収入／歳人の値に接近してい

くのは1960年代後半に入ってからである（注6)。

この比率と．

と，韓国は1960年代後半に入って，

起きるが，

あるが，

すでに述べた租税負担率に基づく

主な歳入を

租税収入に依存する国家になったといえよう。

一方， 1973年のオイルショックを契機に日本

と韓国の租税収入／歳入の値が逆転する現象が

それは両国の財政政策の相違による。

韓国は日本とは異なり，財政収人を公債発行政

策ではなく租税収入に主に依存する政策を堅持

してきたので， 1974年から88年までその割合が

高く現れる。 しかし1980年代に入り日本は公債

償還や赤字公債の規制政策など均衡財政に取り

組み出し， 80年代後半 (89年）からは再びその

比率は韓国より高い水準を維持する。

3. 直接税比率

直接税比率は総租税に占める直接税の割合で

それはどのくらいが望ましいのかにつ

いて基準は存在しないぼ7)。専売益金を除いた

日本と韓国の直接税比率（付表 l) を，図 3に

示した。

日本の場合， シャウプ税制が実施された1950

年以降，総租税に占める虹接税の割合が継続し

て50％を超える直接税中心主義であったことが

明確にわかる。 1950年代はその割合が減少傾向

を見せているが， 60年代以降は75,76年を除い

て上昇してきたことが観察される。 これは経済

20 

゜1950 55 60 65 70 75 80 85 90年
（出所） 付表1をもとに作成。

成長に伴う所得課税の税収弾力性が高かったた

めである。 1980年代後半の抜本的な税制改革は

直接税比率の是正が最大の目的であった（注8)0

しかし， 1989年に施行された消費税の税率が3

％という低い税率で実施されたため，間接税の

割合を増やすという効果はそれほど表われてい

23 
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ないけ 9)。 して間接税等に含まれているのに対して，韓国

これに対して韓国の場合は日本と対照的な動

きを見せている。 1977年一般消費税である付加

価値税が実施された時期を節目に，急激に直接

税の割合が減少する。韓国の税制の特徴として

は，一般に日本に比べ間接税の割合が高い点が

指摘されるがほ10)，しかしそれは付加価値税が

実施された1977年以降のことである。それ以前

の韓国税制は直接税の割合が間接税の割合より

高かった。とくに1961年までは，韓国の直接税

比率は日本のそれより常に高かった。

Ji，日本と韓国ではそれぞれ一般消費税の

実施にあたっての動機が異なる。日本は直接税

・間接税の比平（直間比率）を是正することが

目的であったのに対して（注11)，韓国は経済成長

に必要な社会間接賓本などの財政需要を賄うた

めであったといえる。その実施においても，他

の先進国は•一般に，初めに低い税率を課し次第

に高い税率を実施する政策（注12)をとったが，韓

国は実施初期から10％という一律税率を実施し

て，現在までその税率を維持する政策を施して

きた。

なお，直間比率の計算においては両国の計算

の仕組みが異なる。日本では専売益金が国税と

(%) 

BO 
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20 
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図3 直接税比率の比較
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（出所） 付表1をもとに作成。
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では専売益金が国税の項目に含まれていない。

その点を勘案して，本稿では専売益金を租税収

入から除外し．直接税比率を改めて計算してい

る。また，通常直接税比率について述べるとき

は，国税に限定して計算するので，本稿でも国

税に限定して算出した。実際には国民は国税だ

けではなく地方税も負担する。したがって，こ

こでは，直接税比率は国税のみに限定された概

念であることに注意する必要がある。

4. 地方税／国税の比較

地方税／国税の比較は．中央政府と地方自治

体の財政規模を把握するのに重要な情報を提供

する。日本と韓国はこの比率においても相違点

が見られる。両国の地方税／国税の比率（付表

l)を．図4に示した。

図4を見ると．日本は韓国に比べて地方税／

国税の比率が高い。日本が1950年から92年まで

の43年間40~60％の間で動いたのに対して，韓

国は地方税法を制定した52年から88年まで， 60

年代前半（地方自治制度の実施期間）を除いて日

本よりはるかに低い10~15％の水準にあるぽ13)0 

しかし，それでも日本の場合，地方財政歳入

に占める地方税の収入は 3割程度にしかならな

(%) 
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60 
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20 

図4 地方税／国税の比較
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い（いわゆる「芝割自治」）（注14)。地方の財源とし

て中央に依存するのは，地方交付税，国庫支出

金，および地方譲与税譲与金などであるが，こ

れらの財源の決定を中央政府（国）が握ってい

る。したがって．日本の地方自治体はまだ実質

的な「自治」になっているとはいえない状態で

ある。韓国の地方財政の現状も，地方財政収入

に占める地方悦の比率が低く，国が握る依存財

源の割合が非常に高い。これはH本と同じであ

る。すなわち， 1977年26.8%,82年22.9%,87 

年20.7%,92年21.2％となっており（注15)，こち

らは日本に比べてより低い「二割自治」といえ

よう。両国は，程度の差はあれ，地方財政の確

保という点ではまだほど遠い状況にあるといえ

よう。

5. 再分類の必要性

上述の租税負担率，直接税比率などの主要指

標は，先にも述べたとおり，租税体系の概括的

な比較には役に立つが，より具体的な比較には

有効ではない。また，実際の税目の比較は，対

象となる国家の税目のちがいやその内容の不ー＾

致が存在するため，比較できる範囲はきわめて

制限される。

1950年から92年にわたる43年間，日本は国税

で51の税目，地方税で37の税目（道府県税18税

目，市町村税19税目），合計88の税Hが浮き沈み

を経験してきた。この間に存在し続けてきた税

目は，国税においては所得税，法人税，相続税

（以上直接税），および酒税，揮発油税，関税（ト

ン税を含む），取引所税，印紙収入（以上間接税

等）の 8税目にすぎない。また地方税において

も事業税，遊興飲食税，自動車税，鉱区税（以

上道府県税），および市町村民税，固定資産税，

鉱山税（以上市町村税）の 7税目にすぎない。

韓国の場合，同じくこの43年間， 34の国税税目，

33の地方税税目（普通税＝独立税29税目．目的税

4税目），合計67個の税目が浮き沈みを経験し，

存在し続けてきた税目は，国税で所得税，法

人税，相続税（以上直接税），および酒税，関税

（トン税を含む），印紙収入（以上間接税等）の 6

税目，地方税で取得税，免許税，および屠畜税

の3税目にすぎない（注16)0

このような主要指標や税目ごとの比較の限界

を克服するために，本稿では各税目を所得課税，

消費課税，資産課税により再分類して，両国の

租税体系を比較する方法を採用した。この方法

を採用すると，まず第1に，比較の対象となる

のは各税目ではなく，所得・消費・資産という

共通（グループ）の課税となるので，税目間の

不一致があっても，租税体系の比較が可能であ

る。第2に，税目間の比較の際に現われる時系

列上の断絶という問題点を解決できるので，一

貫した時系列データが計算できる。第3に，所

得・消費・資産課税の各課税額が総租税に占め

る割合を計算することにより，直間比率でみる

よりも具体的に租税体系の特性を調べることが

できる。第4に，各課税額を算出し各課税の負

担率を求めることにより，総租税負担率の内容

をより具体的に把握することができる， という

長所がある。

再分類による分析は以上のような長所がある

反面，やや複雑な計算上の制約がある。例えば，

1つの税目に複数の課税対象が含まれている場

合がある。これは課税内容を調べて各課税別に

分配しなければならないので，計算上の複雑性

をもたらす。韓国の防衛税や教育税のような目

的税は，所得・消費・資産に課税されているの

で，その内容を把握して各課税別に分配しなけ

2ぅ
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ればならない。それ以外に，課税対象の内容が

不明な項目は所得・消費・資産課税額の割合に

より分配する必要がある（例えば，韓国の過年度

収入，日本の旧法による税収入などの項目）。

（注1) 1950年代は韓国の税制が戦時税制であったの

で， 62年を比較の始点にした。ちなみに， 1953年を始点

として租税負担率を比較すると，日本の場合53年の15%

から92年の20％に， 40年間でおよそ 5％の増加にととま

ったか，韓国の場合は53年の5％から92年の19％に， 14

％も増加した。韓国開発研究院『韓国財政40年史』第4,

5巻（「財政統計」（1),(2)) 外合 1990年／韓国銀行

『経済統計年報』各年度版 入廿もにより算出。

（注2) 日本において，歳人に占める租税および専売

益金の割合が80％に達したのは1947年頃である。大蔵省

『財政金融統計月草島各年度により算出。

（注3) ちなみに1975年の歳入に占める公債収入の比

碩を計算してみると24.6％となり，非常に高い水準を記

録している。

（注4) 韓国開発研究院『緯国財政40年史』第4巻

（「財政統計」 (11) 叶釜 1990年。

（注5) 1957年の歳入に占める租税および専光益金の

割合は31％にすぎないのに対して，外国援助収人の割合

は53％であり，最高値に達した。

（注6) 1966年にこの割合は63％となり， 70年には82

％まで＿臼する。

（注7) ＿→般的に間接税の割合があまり高すぎると，

税制による所得再分配機能や価格攪乱による資源配分の

効率性が阻害されるといわれるが，財政の機能は租税な

どの収入欄面だけではなく，支出側面もともに考えなけ

ればならないので， 義的にはいえない。

（注8) 1980年代後半の日本の税制改革に関する議論

については，貝塚啓明『日本の財政金融』 fi斐楳J1991 

年／和田八束『H本の税制』有斐閣選匿 1990年／宮島

洋『租税論の展開と日本の税制』日本評論社 1989年／

石弘光『税制改革をどう進めるか』日本経済新聞社

1987年／柳漢晟・鞠岨鏑「日本税制改革司評価斗展望一

（『財政論集』第9集叶音韓国財政学会 1995年）

229~257ページなどを参照されたい。

（注9) しかし， 1997年4月からその税率を5％に引

き上げることが定められたことから， これから先は間接

税の割合が次第に高くなると考えられる。

（注10) 典然天『韓国租税論』 Aじ音 博英社 1992年。
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（注11) 消費税の導入は，長期的に高齢化社会の進展

やそれに伴う社会福祉支出の増加税収確保の必要性から

みると．福祉財源確保の目的もあったと考えられる。石

『税制改革をどう進めるか』は一般消費税の根拠として．

課税の中立性という理論的な指針や財源調達の必要性と

いう実際的な理由を挙げている (62~64ページ）。

（注12) 石弘光『税金の論理』講談社現代新書 1994 

年。

（注13) 1960年代前半にこの比率が急激に高くなるの

は． 61年に韓国で地方自治制度が一時的に実施されたた

めである。

（注14) 高橋泰祓・増田四郎編集『体系経済学辞典』

第6版東洋経済新報社 1984年 679~680ページ。実

際には 3割より若干高い。

（注15) 韓国内務部地方財政共済会『地方財政年鑑』

各年版。

（注16) 大蔵省『財政金融統計月報』各年版により算

出。

II 所得・消費・資産課税の包含税目

第 1節の第5項で述べたように，ここでは所

得課税，消費課税，資産課税による再分類を行

なう。各課税に包含される税目は表1にまとめ

たので，これにそって若干の補足を行なう。以

下，税目の番号は表lの番号に対応する。日本

•韓国の税制体系の特性比較は第III節および第

N節で行なう。

1. 所得課税

ここで所得課税とは，「個人や法人を課税客

体にして彼らの所得および収益に課される税」

として定義する。

(1) 日本の所得課税

まず国税では，①所得課税は個人の所得に，

②法人税は法人の所得や積立金に対して課され

る税であるので，所得課税の代表的な税目であ

る。③法人特別税や④法人臨時特別税（特）は
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1992年4月1日以降， 2年間の臨時措置として

法人税額が・定額を超えた場合に課される税金

であるので，やはり所得課税に属するほ l)。⑤

会社臨時特別税 (1973年）の課税標準は法人税

額などに課される税であるので，所得課税に属

する。

地方税には道府県税と市町村税がある。

道府県税で，①道府県民税は，道府県の住民

税として所得割と均等割があり，所得割は明ら

かに所得課税に包含されるが，均等割は所得課

税とはけいがたい。しかし，住民税の大部分が

所得割であるので，分析の便宜上，所得課税に

含めて議論する。②冑業税は個人および法人の

事業から得られる収益金額に（注2)，③特別所得

税は事業所または事務所の設置による個人の所

得ほ3)に対して課されるので，所得課税に属す

る。-＾方，④法定外普通税と⑤旧法による税収

入はどの課税に属するかが不明なので，当該年

度の道府県税の所得課税額に比例して分配する。

市町村税で，①市町村民税は市町村の住民税

であり，道府県民税と同じく所得課税に含める。

②事業所税は従業員への支払い給与額や事業所

の面積を課税対象として課される税金である。

したがって事業所の面積への課税はむしろ資産

課税に属すると，了えるが，その税収の割合が少

ないので所得課税に含めて議論する。③法定外

普通税と④lfi法による税収入は，市町村税の所

得課税に比例して分配する。

(2) 韓国の所得課税

国税で，①所得税と②法人税は日本の場合と

同じく所得課税であり，③営業税は営業の収益

に対して課する税金であるので，所得課税であ

る。④教育税は義務教育の財源調達のために

1958年に制定されたが，課税所得分類と徴税の

方法が所得税の場合とほぼ同じであるため，所

得課税に含まれる（汗4)。そして，⑤防衛税はも

ともと課税客体がない税であり，所得税，法人

税，酒税，物品税，遊典飲食税，電話税，輸人

諸税，広告分，相続税，登録税，地方税分，ぉ

よび関税の税額を課税標準にして，これらに一

定の税率を掛けて分配される税である。したが

って，所得課税・消費課税・資産課税に属する

部分を各課税額に分配しなければならない。防

衛税を構成する課税標準のうち，所得課税に属

するものは所得税，法人税分である。⑥教育税

は（基礎）教育の質的向上のために1982年導入

され， 90年まで目的税として課された税である。

教育税の課税標準は利子・配当所得，金融保険

収入，酒税および煙草販売収入であるので，各

課税に属する部分を分配する必要がある。所得

課税に含められる項目は利子配当所得と金融保

険収入分である。一方，⑦過年度収入という項

目はその内容が具体的にわからないので，過年

度の各課税に基づいて分配するは5)0 

地方税では，①農地税は一見資産課税にみな

されやすいが，農作物栽培の収穫物から得られ

た収入に対して課される税金であるので，所得

課税に属する（注6)。②住民税は日本の道府県民

税や市町村民税のように所得割と均等割がある

が，日本の場合と同じ理由で所得課税に含める。

③所得税付加税，④営業税付加税，および⑤法

人税付加税はそれぞれ，所得税，営業税，法人

税の付加税となっているので所得課税であり，

⑥事業所税も，日本の事業所税と同じく所得

課税に含める旧 7)。⑦1982年に制定した教育税

（国税のうち目的税）は， 91年から教育税を永久

税にして地方教育譲与金特別会計となった。こ

の教育税の課税標準も，金融保険業者の収益金

27 
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2地方| (A)道府県税①農地税
税 ①道府県民税 ②住民税

②事業税 ③所得税付加税
③特別所得税 ④営業税付加税
④法定外普通税中 ⑤法人税付加税
の分配額1) ⑥事業所税

⑤旧法税収入中の ⑦教育税2)分配

分配額 額
(B)市町村税 ⑧過年度収入中

①市町村民税 の分配額

②事業所税
③法定外普通税中
の分配額

④旧法税収人中の
分配額

消費課税
1詞税I①消費税 9 ①酒税

②酒税 ②付加価値税

③タバコ税 ③特別消費税
④清涼飲料税 ④物品税I ⑤織物消費税 ⑤織物類税
⑥砂糖消費税 ⑥石油類税
⑦揮発油税 ⑦電気ガス税

額，特別消費税額，酒税額，馬券税額，住民税

額，登録税額，財産税額，総合士地税額，自動

車税額等になっていて，さまざまである。この

うち，所得課税に分類するのは，その課税標準

が住民税額と金融保険業者の収益金額である。

一方，⑧過年度収入は前年度の地方税の所得課

2．地方 (A)道府県税①遊興飲食税

税 ①娯楽施設利用税 ②屠畜税
②遊興飲食税 ③馬券税
③道府県タバコ消 ④タバコ販売税

費税 ⑤特別行為税
④入場税 ⑥動力税・同付加
⑤法定外普通税中 税
の分配額 ⑦接客人税
⑥旧法税収入中の ⑧広告税J唸9市町村税塁夏悶
①電気ガス税 ⑪道路整備施設税
②広告税 ⑫教育税中の分配

・ヽ．．

税額に比例して分配する。

2. 消費課税

ここで消費課税とは，「財貨やサービスの消

費や使用に対して課される税」である。

(1) 日本の消費課税

国税で，表1の日本の消費課税①～⑦の税目
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課税の税目：日韓比較

]C ·••日，·ぷ I 韓国
ー・ ・ ・ ・ •·· ・ ・ ・．・．・. ●”●●●”・・・・．・．・．・・”、・ ··”””””·”・”··················•···

資産課
税4)

③入湯税

④市町村タバコ消

費税

⑤接客人税

R入湯税（目的税）

⑦法定外普通税中

の分配額

⑧旧法税収人中の

分配額

額

⑬過年度収入中の
分配額3)

l．国税 I①相続税（贈与税 ①鉱税
を含む） ②相続税

②地価税 ③贈与税

③富裕税 ④登録税

④再評価税 ⑤自動車税

⑤その他旧税中の ⑥為替税

資産課税項目 ⑦資産再評価税

⑥非戦災者特別税 ⑧七地税

⑦臨時補償特別税 ⑨不動産投機抑制

R財産税 税

⑨u本銀行券発行 ⑩土地収得税
税

⑩奄美群島諸税 ⑫不当利得税

⑪還付税 ⑬証券取引税
，冒立自動車重量税 ⑭免許税

⑬取引所税 ⑮印紙収入

⑭有価証券移転税 ⑯防衛税（目的税）

⑮有価証券取引税 分配額

⑯印紙収入 ⑰過年度収入中の

⑰自動車重賢税 I 分配額
（譲与分）（特） I 

2地方 (A)道府県税①取得税

税 ①不動産取得税 ②自動車税

②自動車税 ③財産税

ーり鉱区税 l④免許税---
は，それぞれ，一般商品，酒，タバコ，清涼飲

料，織物，砂糖，揮発油の消費に課される税で

ある。⑧取引高税は商品の取引段階ごとに課さ

れる一般消費税の一形態であり，⑨～⑫の税目

もそれぞれ，石油・ガス，航空機燃料，石油，

トランプ類に，また，⑬は演劇，映画などの観

H 本

④漁業権税

⑤狩猟者税

⑥固定資産税

（特例）

⑦目的税（自動車

取得税，軽油取

引税

⑧法定外普通税中

の分配額

⑨旧法税収入中の

分配額

(B) 市町村税

①固定資産税

②軽自動車税

③自転車荷車税

④鉱産税

⑤特別土地保有税

⑥国有資産所在市

町村交付金，納

付金

⑦目的税（都市計

画税他）

⑧法定外普通税中

の分配額

⑨旧法税収人中の

分配額

韓国

⑤登録税

⑥土地超過保有税

⑦鉱税付加税

⑧戸別税・同付加

税

⑨家屋税・同付加

税

⑩林野税・同付加

税

⑪漁業税・同付加

税

⑫車両税・同付加

税

⑬船舶税・同付加

税

⑭都市計画税

⑮消防共同施設税

⑯地域開発税

⑰教育税分配額

⑱過年度収人中の

分配額

（注） l）この表で分配額とした税目（項目）は，特

定の課税に単ーに包含させることができない

ため．各課税額に比例して分配した。 2)1982

年国税の目的税と制定された教育税は， 1991

年から地方税の特別会計として，永久税に転

換された。 3)国税と地方税に重複して登場す

る税目があるが，これは国税から地方税に移

譲したためである。例えば，遊興飲食税，馬券

税等がある。 4)資産課税を本文のように定義

すると，相続税・固定資産税などの従来の典

型的な資産課税だけではなく，登録税•印紙

収入なども資産課税に含まれることになる。

覧に対して課される税であるので，消費課税で

ある。⑭関税（トン税を含む）は，国境を通過

する商品に，⑮地方道路税は地方道路の利用に

対して課される税であるので，消費課税である。

一方，消費課税に属する特別会計税目として，

i)消費税（譲与分）（特）， ii)石油・ガス税（譲
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与分）（特）． iii)航空機燃料税（譲与分）（特）があ

り，特別会計として， iv)特別トン税（特）． V) 

揮発油税（特）， vi)石油臨時特別税（特）， vii)原

直油関税（特）， viii)電源開発促進税（特）（沖8)が

ある。

地方税の道府県税では，①～④は，それぞれ

娯楽施設利用，遊鍔飲食の消費．タバコの消費，

演劇・映画などの観覧に対して課されるので消

費課税である（④入湯税は1953年までは道府県税

であった）。また，⑤法定外普通税と⑥旧法によ

る税収入を道府県税の消費諜税額に比例して分

配する必要がある。

地方税の市町村税は，①～⑤は，それぞれ電

気ガスの使用，広告の利用，温泉などの利用．

タバコの消費，旅館の利用などに課される税で

あるので．消費課税に属する。また，⑥入湯税

は．③の入湯税が1957年から目的税となったた

めの税目である。 ・方，⑦法定外欝通税と⑧旧

法による税収入を市町村税の消費課税額に比例

して分配する。

(2) 韓国の消費課税

国税で，①および⑤～⑪は．それぞれ酒．織

物類，石油類，電気ガス，道路の通行，演劇・

映画などの観覧，電話．遊興飲食の消費に課さ

れる税であり，②付加価値税は一＾般商品，③特

別消費税は贅沢品など，④物品税は付加価値税

以前の個別物品の消費に対して諜されるもので，

消費課税に属する。⑫馬券税の課税対象は乗馬

投票券の発売金額であるが，実買的に負担する

のは乗馬投票券の購入者であり，⑬関税は国境

を通過する商品に対する課税であるので．いず

れも消費諜税である。

一方，⑭防衛税（目的税）の課税標準のうち，

酒税，物品税，入場税，遊典飲食税，電話税．

30 

広告分，輸入諸税および関税分，⑮教育税（目

的税）の課税標準のうち酒税および煙草販売収

入分に含まれている分は消費課税に属するもの

である。また，⑯過年度収入を前年度の国税の

消費課税額に比例して分配する。

地方税で，①は遊興飲食の消費に（注9)，②は

豚肉などの消費者に課されるので消費課税に含

まれる。③馬券税は1962年より国税から地方税

に移管された。④はタバコの消費に⑤特別行為

税・同付加税は1943年営業税以外の写真撮影・

美容などの高級サービスに対して (1950年から

62年まで）．⑥動力税・同付加税，⑦接客人税，

⑧広告税，⑨電話税，⑩交通税，⑪道路整備施

設税は，それぞれ，動力の使用．旅館などの利

用，広告の使用，電話の利用，汽車・乗合自動

車などの利用，道路の整備のため道路の使用に

対して課される税金であるので，消費課税に属

する。そして，⑫教育税の課税標準のうち，馬

券税分を地方税の消費課税に分配する必要があ

り，⑬過年度収入を前年度の消費課税に比例し

て分配する。

3. 資産課税

ここで資産課税とは，「資産の保有•取引．

およびその所有権の移転・変更などに関連して

課される税」として定義する。

(1) 日本の資産課税

国税では，①相続税は死亡時の，贈与税は生

存時の資産の移転に，②地価税は 1平方メート

ル当りの価格が一定額（注10)を超える土地保有に，

③富裕税は純財産額に，④再評価税は資産の再

評価差益に，それぞれ課されるので資産課税に

属する。一方，⑤はその他の資産関連課税の項

目と考えられる（注11)。⑥非戦災者特別税（注12)は

非戦災者の家屋などに，⑦臨時補償特別税と⑧
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財産税（注13)は，戦災の復旧のために預貯金の金

融資産やその他の資産に課された税であるので．

資産課税である。⑨は日本銀行券という貨幣資

産に関連する税であり，⑩と⑪も，その内容は

資産課税と推定される (iキ14)。⑫は自動車という

資産に，⑬～⑮は有価証券という金融資産の移

転と取引に関連して課されるので，資産課税に

属する。⑯印紙収入は財産権の創設・移転・変

更などに課される揚合には資産課税に属すると

いえるが，領収書等への課税や旅券．受験料な

どの手数料納付などは資産課税といえない。

OECDでもその認識ートの問題が難しいことを指

摘しているが偉15)，本稿では大武健一郎がこの

印紙収人を資産課税等に含めていることを受け

入れ（注16)，それに含めて議論する。⑰も，自動

車重量税が賓産課税に含まれるので資廂課税で

ある。

地方税で道府県税は，①～⑥は，それぞれ不

動産の取得，自動車の所有，鉱区の←●●は定面積，

漁業権と，狩猟楕という資産の免許設定や解除，

および大規模の償却資産の保有に課される税で

あるので，資産課税に含まれる。⑦目的税の自

動車取得税・軽油取引税は，それそれ自動車の

取得価格・軽油の取引に，その他もこのような

目的税資産課税の税目に関連して諜されるので，

資産課税である。また，⑧法定外普通税と⑨旧

法による税収入を道府県税の資産課税額に比例

して分配する必要がある。

地方税の市町村税は，①～Rは，それぞれ士

地・家屋・償却資産，軽自動車，自転卓鉱山

の面腿 ・足定規模以上の七地保有•取得，国有

資産の土地・家屋・償却資産に課される税であ

るので資産課税に属する。目的税である⑦は，

都市計画で告示した区域内の土地・建物に課す

るもので，資産課税である（注17)。また，⑧法定

外普通税と⑨旧法による税収入も市町村税の資

産課税額に比例して分配する。

(2) 韓国の資産課税

国税で，①～⑧は．それぞれ鉱区や鉱山の一

定面積，死亡時や生存時の資産の移転，財産権

などの取得・変更などの公簿への登録，自動車

の保有，外国貨幣の取得，資産の再評価差益，

田畑の所有に課されるので，資産課税に属する。

⑨不動産投機抑制税は不動産の投機が起きやす

い地域の不動産に，⑩七地収得税は田畑の所有

に，⑪+．地超過利得税は土地保有に伴う急騰な

価格上昇に，⑫不当利得税は特定資産の不当な

移転に，⑬証券取引税は有価証券という金融資

産の取引に，⑭免許税は特定権利の設定や解除

に，⑮印紙収入は日本のそれと←9 貫した比較の

ため資産課税に含めて議論する。⑯防衛税（目

的税）の課税標準のうち資産課税に属する部分

は相続税・登録税分である。また，⑰過年度収

入を前年度の資産課税額に比例して分配する。

地方税で，①は，財産権の取得行為に課され

るので資産課税に属する。②，④および⑤は国

税から地方税に移管した税であり，③は財産の

保有に，⑥は，個人の遊休土地・法人の非業務

用士地に，⑦～⑬は．それぞれ，鉱区や鉱山の

一定面積，戸当りの一定面積，家屋，林野，漁

業権． 1-釦両，船舶という資産に課されるので資

産課税に属する。⑭都市計画税は都市計画法が

告示した区域内の土地や建物に，⑮消防共同施

設税は火災の発生が起きやすい建築物や船舶な

どに，⑯地域開発税は発電用水や地下資源およ

びコンテナー等を課税対象にするので，資産課

税に属する。 1991年より地方の教育譲与金特別

会計に変更された⑰教育税の課税標準のうち．

3I 
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登録税額，財産税額，総合土地税額に関連した

部分を計算して地方税の資産課税に分配する必

要がある。⑱過年度収入を前年度の地方税の資

産課税額に比例して分配する。

（注l) 大蔵省キ税局『税務便覧』 1992年 5ページ。

（注2) 個人事業税は第1種，第2種．第3種の事業

から得られる事業収益に対して，法人事業税は法人の事

業収益から得られた所得に対して課税される。

（注3) 頁業＊薬剤師業などの第1種業務と．弁證士

業公証人瞥などの第2種業務からなる。

（注4) 財務部『韓国税制史（上）』 304ページ。

（注5) 過年度の収入には，前年度だけではなく．そ

の前の年度の収入も含まれているはずであるが，本稿で

は．過年度収入を前年度の各課税額に比例して分配した。

（注6) 1984年韓国政府が地方税法改正の際．農地税

を‘農地所得金額＇に課税する税目であることを明らか

にした（只『韓国租税論』）。

（注7) 韓国の事業所税の税収は所得課税の部分がお

よそ80%，資差課税の部分がおよそ20％であるが，計算

の便宜上，全税額を所得課税に含めて議論を進める。

（注8) このうち． viii)電源開発促進税（特）は電気の

使用嵐に対して,.定額が賦課される。

（注9) 1962年国税から地方税に移管したが， 77年付

加価値税の創設とともに廃止した税目である。

（注10) 1995年現在3万円である。

（注11) 大蔵省『財政統計』の税収統計に「その他」

という項目があるが大蔵省財政史宅編『昭和財政史』

（第19巻 統計）によると．日本銀行券発行税が大部分

を占める。

（注12) 1951年のみに存在し，戦災者と非戦災者の間

の犠牲の不均衡を是正するための税目である。

（注13) ⑧臨時補償特別税と⑨財産税は1952年から

54年までごくわずかな時期しか存在しなかった税目であ

る。

（注14) ⑪奄芙群島諸税は1953年と54年のみ．⑫還付

税は1950年のみに．ごくわずかな金額で存在する。

（注15) たとえば． OECD,Revenue Statistics: of 

OECD Member Countries 1965-1993 (OECD Publi-

cations, 1994), p. 29. 

（注16) 大武健一郎瑾り説日本の税制』財経詳報社

1992年 319ページ。
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（注17) 目的税の項目にある‘その他＇は入湯税が消

費課税に属するので．入湯税額を除いた都市計画税額に

比例して分配する必要がある。

III 各課税の割合による比較

1950年から92年までの両国の税収データを用

いて，総租税，国税，地方税別のそれぞれにお

ける各課税額を計算し，そこから各税の割合を

算出した（付表2, 3)が， これをもとに両国

の総租税額に占める各課税額をグラフに描いた

のが図5~10である。これらの図を見ると，日

本と韓国の各課税の動きは相当異なる傾向を見

せていることがわかる。日本が全体的には安定

的な傾向で租税収入があるのに対して，韓国は

その傾向が不安定である。

日本の税制のひとつの特徴は，戦後1950年か

ら現在まで，所得課税を中心とする租税体系を

堅持してきたことにある。 1950年所得課税を中

心とするシャウプ税制改革が行なわれたが，そ

れ以降，資本蓄積あるいは経済成長のための所

得税の減税政策が大幅に実施されることにより，

シャウプ税制の原型が崩れるようになった。

図5 日本の総租税に占める各課税の割合

60 

50 

40 

消贄課税30•J-~........-.. 
‘̀ 20‘‘  ゾ＂ら疇·:--••o•．．．． -・.......、.._．．--・----̀…。

10 資産課税

゜1950 55 60 65 70 75 80 85 90年
（出所） 付表2をもとに作成。
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このような所得課税の減税は，戦後日本で見

られる租税政策の基本的な流れであった。 1950

年代には大幅な所得課税の減税政策ぽ l)により，

総租税額に占める所得課税の割合は減少してい

る（図5参照）。その後， 1960年代以降も減税政

策は実施されたのであるが，所得課税の割合は

89年まで増加し続けている。それは， 1960年代

に入って日本は所得課税の減税額よりも，経済

成長による同税収の増加のほうが多かったこと

を意味し，合い換えると，所得課税が税収に弾

力的であることを反映しているのである。

これに対して韓国は， 1977年の付加価値税の

実施以降は消費課税が中心となっている（図 6

参照）。特に韓国の1950年代の各課税の動きは

非常に激しい変動を見せていることがわかる。

それは， 1950年代の戦時税制を反映している。

1961年の経済開発計両の樹立とともに，戦時税

制の清算がはかられたので課税の安定的な動き

が見られる。その動きは1962年から76年まで引

き継がれ，その後， 77年の付加価値税の導入と

ともに，韓国の租税体系は消費課税中心の租税

体系となるのである。

総租税に占める所得課税と消費課税の割合の

図6 韓国の総租税に占める各課税の割合
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図8 韓国の国税に占める各課税の割合
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（出所） 付表3をもとに作成。

動きは上述したように両国で異なるが，共通点

が見られるのは資産課税である（図5,6参照）。

資産課税の安定的な傾向を見せるのは，日本で

は1950年代以降から，韓国では60年代以降から

となる。これは両国でその頃から経済成長が続

いてきたことを反映しているのである。

韓国の資産課税が短期間で増加したというこ

とは，韓国のストック化あるいは経済成長が日

本より速かったことを意味し，租税体系からこ

のような傾向を発見できるということは興味深

い。その結果，所得課税と消費課税の動きはこ

の資産課税と対称的な動きを見せている。

(%) 

80 

60 
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資産課税

1950 55 60 65 70 75 80 85 90年

（出所） 付表2をもとに作成。
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図 9 日本の地方税に占める各課税の割合
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（出所） 付表2をもとに作成。

次に，国税と地方税の割合について調べよう。

国税の場合も，日本と韓国は総租税とほぽ同じ

動きを見せている。これは両国において地方税

が総租税の構造にあまり影響を及ほしていない

ことを意味する。

ここで，ひとつの疑問が生じる。地方税の構

造は両国において相当異なっている。それにも

かかわらず，何の理由により，地方税が総租税

の構造には影響を及ぼしていないのだろうか。

日本の場合，国税に対する地方税の割合は韓

国のそれに比べ総体的に高いぼ2)。それにもか

かわらず，地方税は総租税の構造にあまり影響

を及ぼしていない。その理由は，地方税の租税

体系が国税のそれに似ている体系となっている

からである。国税と地方税において異なる点は，

国税では課税の割合が，所得課税＞消費課税＞

資産課税の順序となっているのに対し，地方税

ではその割合が，所得課税＞資産課税＞消費課

税の順序となっている。しかし，地方税の消費

課税と資産課税の割合は所得課税に比較しては

るかに低く，地方税の構造は総租税に対してあ

まり影響がないのである。その結果，総租税と

国税の動きは相互に似た動きを見せて推移して

40 

20 

゜I 950 55 60 65 70 75 80 85 90年
（出所） 付表3をもとに作成。

いるのである。

韓国の場合はどうであろうか。韓国の地方税

の推移は日本のそれとは相当に異なる。地方

税において韓国は資産課税の割合が1962~66

年は 3)の期間を除いて，およそ60~70％を示し

ている。 H本が所得課税中心になっているのに

対し，韓国では資産課税が中心となっているの

である。それにもかかわらず，総租税の推移と

国税の推移が同じ傾向を見せるのは．総租税に

占める地方税の割合（あるいは．国税に占める地

方税の割合）が非常に低いからである。

（注1) 佐藤進•宮島洋『戦後税制史』税務経理協会

1991年。

（注2) 第1節の4．地方税／国税の部分参照。

（注3) 地方自治制の実施とともに地方税が国税の付

加税となっていたため，この期間の地方税の割合は例外

的に高かった。

N 各課税の負担率による比較

総租税額に占める各課税額の割合は，各課税

の構成について有用な情報を提供するが，ある

課税が増加した場合，他の課税が変化がないと

しても，他の課税の構成割合に影響を及ぼす。
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図11 所得課税の負担率 図12 消費課税の負担率
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（出所） 付表4をもとに作成。

例えば，所得課税の減税のみがあり，消費課税

には何の変化がなかったとしても，総租税額に

占める所得課税の割合は減少し，消費課税の割

合は増加する結果をもたらす。 したがって，各

課税の動きを調べるためには，総租税額ではな

く他の某準を使う必要がある。本稿ではその某

準値として GDPを用い， それに占める各課税

の負担率を求めて日本と韓国の租税体系を比較

することとする。

付表4に，各課税の負担率（各課税額を GDP

で割って算出）をホした。

たのが図11～図13である。

それらをグラフにし

これらの図からわかるように， 日本と韓国い

ずれの場合も，各課税の負担率は，第III節でみ

た各課税の構成比に対応していないことがわか

る。総租税額に占める各課税の割合は，

゜
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付表4をもとに作成。
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消費課税を除いて，分析期間の間．全体的に増

加傾向を見せている。

具体的に見ると．

減税政策を実施してきたにもかかわらず，租税

負担は，所得課税と資産課税の増加によって賄
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付表4をもとに作成。

と韓国いずれにおいても所得課税の負担率は全

H本の場合， 1950年代に

は急激な所得課税の減税政策があり，所得課税

の負担率が一時的に減少しているが， 60年代初

めから89年までは， オイルショックがあった74

年の異常な動きを除いて，継続的な増加傾向を

日本の所得課税負担率見せている。すなわち，

は， その減税政策にもかかわらず， 1989年まで

われてきたことがわかる。図11をみると， 日本 増加傾向をたどってきた。 それに対して， 1950
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Ⅰ　「新界土地（免除）条例草案」をめぐ
る争い
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年から現在まで，対GDP比消費課税の負担率

は3~4％の水準で一定の値として非常に安定

的な値を維持してきたことがわかる (ltl)。1989

年以降に消費税の実施により消費課税の負担率

が上昇するが，消費税率が3％にすぎないので，

消費課税の負担率にはあまり大きな増加の傾向

をもたらしてはいない。

韓国の楊合，所得課税は全分析期間にわたっ

て増加する傾向を見せている。資産課税は戦時

課税の後，平時税制への復帰とともに経済開発

計画が始まる1962年からその割合が増加してい

る。消費課税も， 1950年代の不規則な動きを除

いて， 77年までその負担率は急激な増加を示し

ている。 1977年に•般消費税である付加価値税

の課税が実施され，その負担率は8~9％とな

っており，韓国ではもっとも高い負担率を記録

することになる。しかし，他の先進国が付加価

値税の税率を次第に引きtげたのに対し(rt2),

韓国では1977年の10％の税率を現在まで維持し

ている。このため消費課税の負担率は1977年か

ら現在まで8~9％の水準を保っているのであ

る。

以上から，日本と韓国の租税体系においてい

くつかの特性比較が可能である。

第1に，全体的に，租税負担率は日本のほう

が韓国よりも高いが，その増加速度は韓国のほ

うが日本よりも速かった。すなわち， GDPに

対する租税負担率は， H本は1962年ほ3)に15%

であったものが， 92年に20％となり，この間6

％しか増加していないのに対して，［靡国の租税

負担率は同じ期間に9％から19％に約10％増加

している。

第2に，各課税別に分けて租税負祖率を調べ

ると，日本は所得諜税と資産課税の負担率が韓

36 

国に比べて高かったのに対して，韓国は消費課

税の負担率が日本より高い。韓国の消費課税の

負担率が日本のそれより著しく高くなるのは，

1977年の付加価値税の実施以降である。

第 3に，各課税の負担率の動きには両国にお

いて共通点が見られる。いずれも，租税負担率

を増加させてきたのは所得課税と資産課税であ

る。韓国では1960年代初から77年まで，消費課

税が租税負担率を増加させる主な要因であった

が， 77年以降，消費課税の負担率は高めの水準

で維持する頃向をみせるようになった。そして

日本の場合は全分析期間にわたって 3~4％の

水準で安定している。

第4に，両国ともに，資産課税が安定的な増

加傾向を見せている（韓国は1962年以降）。これ

は，もし資産課税の平均税率が一定であると仮

定すると（注4)，両国のストック化が進行し続け

てきたことを意味する。その結果，資産課税の

負担率の増加が生じることとなる。

（注 l) 具体的な動きを見ると， 1950年代には若干の

増加を見せるが，その後， 1973年のオイルショックが生

じるまでに若干減少し，その後紛年まで一定， 89年以降

はまた若干の増加が見られる。

（注2) 石『税金の論理』。

（注3) 韓国の場合， 1950年代は戦時税制の下にあっ

たので，平時税制が始まる62年を租税負担率の始点とし

た。

（注4) ここで，はたして全体的に資産課税の税率が

一定であるのかを検証する必要がある。しかし，それを

検証することは，課税標準の評価問題も絡んで非常に難

しい。ここでは代案の検証方法として．日本の場合，本

論文で算出した資産課税額を『国民経済計算年報』（経

済企画庁（各年度）の正味資産（金融資産と実物資産額

の合計）で割って平均資産課税の税率を確かめてみる方

法があると考える。この計算結果によると，平均資産課

税率は0.4％から0.6％の区間でほぽ一定である。その具
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体的な算出結果は以↑^ のとおりである。

H本の平均資産課税率(%)

（出所） 本稿の資喧課税額データ。経済企画庁
r国民経済計算年報』各年度。

韓国の場合には，日本のような資産額の公式的なデー

タがあまり存在しないが，統計庁の『国窟統計調査』に

1977年と87年の10年ごとに実施した開露の統計が存在す

る。そのデータと本縞で算出した資定課税額を用いて平

均資産課税税字を算出すると， 1977年0.6%,87年0.5%

である。

むすび

戦前の日本の植民地時代 (1910~45年）には

韓国の祖税体系はH本とほぽ同一であったが，

戦争終結とともに両国の租税体系は非常に異な

った方向に変化していく。本稿はこのような歴

史的な背以を持つ両国の税制が戦後どのように

展開してきたかを比較するのがその目的であっ

た。 1950年から92年までを分析期間とし，主要

指標の比較，諜税割合による比較，および課税

負担率による比較を行なった。

まず，主要指標の比較は両国の概括的な戦後

税制の展開過程を把握するためであった。租税

負担率は両国ともに上昇してきたが，韓国の租

税負担率の増加速度が日本のそれより速かった。

韓国が日本の租税負担率に接近したのは1960年

代後半に入ってからであり，それ以降は安定し

た上昇傾向を見せている。そして，租税収人／

歳人の比率は，日本では1950年代すでにこれが

80％を超えている。韓国は朝鮮戦争により1950

年から60年代半ばまで，その比率が日本よりは

るかに低かったが， 60年代後半に入り，日本の

水準に接近した。租税負担率および租税収人／

歳人の比率から判断すると，韓国は1960年代後

半に入って初めて日本に及ぶほどとなった。

H本はシャウプ税制が実施された1950年以降，

総租税に占める直接税の割合が継続して50％を

超える所得課税中心主義であったことが明確に

わかる。日本が所得税減税政策を実施してきた

にもかかわらず， 1960年代以降はその割合は上

昇し続けてきたことは，所得課税の税収弾力性

が高かったことを意味する。 1980年代後半の抜

本的な税制改革により直間比率の是正もひとつ

の方針として採用されたが，その効果はそれほ

ど大きくない。これに対して韓国は． 1977年の

付加価値税が実施された時期を節目に，急激に

直接税比率が減少する。韓国税制が間接税中心

となったのはこの1977年以降である。

一方，日本は韓国に比べ地方税／国税の比率

が高いが（日本： 40~60%．韓国： 10~15%）．両

国ともに地方における自主財源の確保が非常に

厳しいのが現状である。

以上の主要指標による比較は，租税体系の概

括的な比較には有効であるが，租税体系の具体

的な比較方法ではない。また，税目の比較は比

較対象になる国の税目やその内容の不一致が存

在するためその比較の範囲がきわめて制限され

る。このような主要指標や税目ごとの比較の限

界を克服するために，本稿では各税目を所得・

消費・資産課税に分類し直し，両国の租税体系

を比較する方法を採用した。こうして各課税ご

とに税額を計算し，これを基礎データとした。

次に，総租税・国税・地方税に占める各課税
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の割合はH本と韓国では相当異なる傾向を見せ

ていることがわかる。総税収額に占める各課税

の割合を見ると，日本ではシャウプ税制改革以

降現在まで所得課税が中心となる租税体系を堅

持してきたことが確認できる。それに対して，

消費課税の割合は戦後ほぼ同じ割合を占めてい

るが， 1989年の消費税の実施とともにわずかに

増加した。

一方，韓国は1950年代，戦時税制の影響によ

り，各課税の割合は非常に不安定的な動きを見

せているが， 62年の平時税制体系への転換，す

なわち経済開発計画の推進のための大幅な税制

改吊に伴い，所得課税と消費課税のバランスを

維持した。 1977年から付加価値税の実施に伴う

既存の税制に対する抜本的な改革により韓国の

租税体系は消費諜税中心の租税体系となった。

両国の所得課税と消費課税の動きはこのよう

に異なるが，両国において資産課税割合の動き

は安定的な傾向を見せているという共通点があ

り，その結果，所得課税と消費諜税の割合の動

きは互いに対称的な動きとなっていることも観

察できる。資産課税の動きにより経済成長が持

続されてきたことが観察できるのは興味深い。

他方．日本と韓国の地方税体系が相当異なる

にもかかわらず，両国において国税の動きは総

租税の動きと大体同じ動きを見せている。これ

38 

は地方税が両国において総租税の構造にあまり

影響がないことを意味する。その理由は，日本

の場合，地方税においても所得課税の割合が高

いからである。韓国の地方税が資産課税が中心

となっているにもかかわらず，総租税の推移に

ほぽ影響を及ぽさないのは総租税に占める地方

税の割合が非常に低いからである。

最後に，国内総生産に対する各課税の負担率

により，両国の税負担内容が明確にわかる。そ

れによると，日本は消費課税の負担は大体変わ

らず，所得課税と資産課税の負担の増加によ

って税負担が賄われてきたことがわかる（注1)0 

韓国では1977年付加価値税の実施とともに消費

課税の負担率は 8~％となり，最も高い負担率

を記すことになるぼ2)0 

（注l) しかし． 1989年の消費税の実施とともに消費

課税の負担率はわずかであるが上昇しており，所得課税

と資産課税の負担は減少している。

（注2) 1977年10％の付加価値税率が現在まで維持さ

れてきたので．消費課税の負担率は現在まで8~9％の

水準を保っている。

（一橋大学経済学部助手）

〔付記〕 本稿を書くにあたり匿名のレフェリー

から貴璽なコメントをいただいた。ここに記して

感謝の意を表したい。もちろん本稿の責任は筆者

が負うものである。
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付表 1 主要指標の比較IJ

年度 1 

租税負担率2)

l H本 韓国

1950 0.163 
1951 0.161 
1952 0.161 
1953 0.150 0.048 
1954 0.149 0.088 
1955 0.136 0.110 

- 直接税比率

.,・ 日本．J雙国
9
8
4
8
7
4
 

4
8
6
3
3
1
 

5
5
5
5
5
5
 

．
．
．
．
．
．
 

0
0
0
0
0
0
 

•••••• 000000 

-← ---•--•---- 響~――-----------
-----------------響・-----------------

1956 0.143 0.531 
1957 0.143 0.066 0.524 0. 
1958 0.136 0.079 0.488 0. 
1959 0.136 0.111 0.497 0. 
1960 〇.148 0.110 0.543 0. 
--------------------------------------------------------------

1961 0.149 0.088 0.551 0. 
1962 〇.151 0.095 0.578 0. 
1963 0.143 0.077 0.579 0. 
1964 0.148 0.065 0.585 0. 
1965 0.142 0.083 0.592 0. 
-------------- - - - - - - + - • →ヤ“- ”―--~ ---------------・ ・-------------

1966 0.138 0.102 0.593 0. 
1967 0.143 0.114 0.606 0. 
1968 0.145 0.131 0.617 0. 
1969 0.149 0.136 0.638 0. 
1970 0.154 0.133 0.660 0. 
-.―▼------------------------------------------------------------
1971 0.154 0.131 0.670 0. 
1972 0.163 0.114 0.677 0. 
1973 0.180 0.110 0.723 0. 
1974 0.176 0.120 0.739 0. 
1975 0.151 0.137 0.693 0. 
---------------------------―. ---響•--------- ---------------------
1976 0.155 0.151 0.675 0. 
1977 0.157 0.152 0.678 0. 
1978 0.171 0.157 0.693 0. 
1979 0.170 0.160 0.684 0. 
1980 0.177 0.160 0. 711 0. 
―. --←-----------------------------------------―----------------
1981 0.180 0.158 0.701 0. 
1982 0.182 0.161 0.707 0. 
1983 0.186 0.167 0. 710 0. 
1984 0.188 0.160 0. 715 0. 
1985 0.193 0.157 0.728 0. 

-----* ---*  --- -------------------------------------------------
1986 0.199 0.155 0.731 0. 
1987 0.212 0.163 0.733 0. 
1988 0.218 0.163 0.732 0. 
1989 0.221 0.176 0.742 0. 
1990 0.222 0.185 0.737 0. 
--------------------------------------------------------------
1991 0.216 0.178 0.733 0. 
1992 0.198 0.187 0.701 0. 

地方税／国税 租税収入／歳入

日本 韓国 日本 韓国
..—• •• 
7 0.413 0.796 0.236 
5 0.451 0.808 0.739 
4 0.434 0.062 0.781 0.574 
3 0.429 0.075 0.773 0.374 
2 0.458 0.114 0.780 0.388 ， 0.466 0.125 0.832 0.372 
--------------------------------

."―------------
-------------

0.463 0.882 
1 0.489 0.101 0.858 0.315 
5 0.511 0.099 0.819 0.352 
3 0.491 0.091 0.859 0.534 
2 0.450 0.074 0.919 0.563 
→・ヤ言十 _ ＿ -＿ ＿ ＿ -----＋ - . - - - - - - 鳴• 喩幽 ---・『 --------------------------

゜
0.439 0.100 0.885 0.421 

6 0.475 0.183 0.811 0.348 
8 0.431 0.239 0.845 0.473 
1 0.467 0.236 0.917 0.528 

゜
0.500 0.209 0.869 0.552 

-------------------------------- ---------•—ー＿→,． -------------

4 0.511 0.183 0.805 0.628 
4 0.510 0.109 0.830 0.655 
1 0.509 0.099 0.879 0.766 
3 0.499 0.101 0.908 0.766 
5 0.500 0.099 0.919 〇.818
... -----------------------------. ---------. ----------------
6 0.520 0.098 0.847 0.822 ， 0.497 0.107 0.813 0.674 
3 0.474 0.142 0.838 0.829 ， 0.534 0.093 0.773 0.873 
゜
0.576 0.126 0.675 0.853 

ナ・・一---- ---------― -------------- 響—―------------ -------------

4 0.592 0.115 0.670 0.880 
B 0.616 0.140 0.627 0.877 
8 0.544 0.131 0.665 0.904 
5 0.576 0.136 0.627 0.865 ， 0.577 0.145 0.644 0.876 
------------------

―̀------------
--------------―“言ー幽F一言ー一--・→一—

7 0.584 0.139 0.642 0.889 
6 0.596 0.146 0.667 0.883 
B 0.599 0.151 0.661 0.876 
4 0.601 0.150 0.705 0.843 

゜
0.596 0.149 0.725 0.858 

----・------------------------------------------------------

3 0.575 0.143 0.759 0.851 
6 0.569 0.142 0.779 0.868 ， 0.577 0.167 0.808 0.825 
1 0.556 0.234 0.850 0.747 
5 0.533 0.237 0.876 0.791 
---•了 ------------------------------------------------------

゜
0.555 0.265 0.855 0.787 

3 0.602 0.267 0.914 0.784 
.. ・・~・ 

（出所） （1) 日本のGDPは経済企画月『国民経済計算年報』各年度版により作成。 1950年は GNP。
税収データは主に大蔵省の『財政金融統計月報』各年度版により作成したが，自治省財政課編『地
方財政要覧』各年度版なども参照した。（2) 韓国のGDPと税収データは主に韓国銀行の『経済統
計年報』各年度版叶昔，を参照したが，韓国開発研究院『韓国財政40年史』第4巻（「財政統計」
(1))外告 1991年や，財務部『韓国税制史（上）』叶音 1979年により税目の漏れを補足。
（注） 1)総租税額から専売益金を除いて計算した。 2)GDPに対する総租税額の割合。
韓国の会計年度で， 1950/53年度は， 4月1日から翌年3月31日までであるが， その後会計年度
の調整により， 54年度は54年4月1日から55年6月30日までの15カ月， 55年度は55年7月から56年
12月までの18カ月となり， 56年度は会計年度がない。 57年度以降は1月から12月までである。
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付表 2 各課税の割合（日本）

冒ロ
青ロ-9費29欝333538肖一000000各””ヽ＞、．tの

一中

得」676864636158i仇
所／い00000一国

ーl|~合一産121212121414割資000000i税ーー
課｛
各費262426272832
の消一000000̀
― 一租五団る626461605854
総所000000

t「・

直向湿瞬圏寧

―・---------・ • ------..．I ---・ • ---------------・------—幽~→---------------------------------------------------------
1956 0.54 0.31 0.14 0.58 0.37 0.05 0.47 0.18 0.35 
1957 0.54 0.31 0.14 0.57 0.38 0.05 0.49 0.17 0.34 
1958 0.51 0.34 0.16 0.53 0.42 0.05 0.45 0.19 0.36 
1959 0.51 0.34 0.15 0.54 0.41 0.05 0.46 〇.19 0.35 
1960 0.56 0.31 0.13 0.58 0.37 0.05 0.50 0.18 0.33 
---------------------

“―---------
----------- 幽—•------“------------ ..,~ -------• --------------------------------

1961 0.57 0.31 0.13 0.59 0.37 〇.04 0.52 0.17 0.31 
1962 0.59 0.29 0.13 0.61 0.35 0.04 0.54 0.16 0.30 
1963 0.57 0.30 0.13 0.61 0.35 0.04 0.49 0.18 0.33 
1964 0.58 0.29 0.13 0.61 0.35 0.04 0.54 0.15 0.31 
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付表4 各課税負担率の比較
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